
○臼杵市まちづくり団体活動支援金交付要綱 

平成２２年３月３１日 

臼杵市告示第４５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民の組織するまちづくり団体が行う非営利かつ公益性の

高い活動に対して支援することにより、市民の自主的な活動の活性化を図り、

行政との協働による公共サービスの向上に寄与することを目的として、まちづ

くり団体に対する支援金の交付するための手続を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「まちづくり団体」とは、市民の自主的かつ主体的な

公益を目的とする非営利な活動を組織的かつ継続的に行うことを主たる目的とす

る団体をいう。 

２ この要綱において、「活動」とは、まちづくり団体が行う様々な活動のうち、

次の各号のいずれにも該当しないものをいう。 

（１）宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的

とするもの 

（２）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とするも

の 

（３）特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する

公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとするものを含む。）

若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対するこ

とを目的とするもの 

（４）営利を目的とするもの 

（５）特定の団体若しくは個人の利益を守る活動又は特定の団体を調査、起訴等

により団体の活動を批判し、若しくは制限する活動を目的とするもの 

（支援対象団体） 

第３条 支援の対象となるまちづくり団体は、次の各号に掲げる条件のすべてに該

当する団体とする。 

（１）５人以上の構成員で組織し、代表者を定めていること。 

（２）今後３年以上の活動計画があること。 

（３）活動拠点及び活動場所が市内であること。 

（４）年間の活動計画及び事業収支が明らかであること。 

（５）年間の収入のうち、国や地方公共団体、法人等からの補助金等が３分の１

以内で、かつ、事業収入が３分の１以内であること。 



（６）年間の支出のうち、人件費支出がないこと。 

（支援金） 

第４条 市長は、予算の範囲内において、支援金の額を決定する。 

（交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとするまちづくり団体は、臼杵市まちづくり団体

活動事業支援金交付申請書（様式第１号）を関係書類添付のうえ、市長が定める

期日までに提出しなければならない。 

第６条 削除 

（交付決定及び支援金の交付） 

第７条 市長は、第５条の規定による交付申請書の提出があった場合で、支援金の

交付の可否及び支援金の額について審査し支援金の交付を決定したときは、臼杵

市まちづくり団体活動支援金交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に対

して通知し、速やかに支援金を交付するものとする。 

２ 市長は、前項の交付決定に際して必要な条件を付することができる。 

３ 市長は、助成金の交付をしないと決定したときは、申請者に対してその旨を通

知するものとする。 

（活動報告） 

第８条 支援金の交付を受けたまちづくり団体は、支援金の交付を受けた当該年度

終了後、速やかに臼杵市まちづくり団体活動報告書（様式第３号）を市長に提出

しなければならない。 

（補則） 

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年４月１日告示第５５号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２７年４月２５日告示第６８号） 

この告示は、公示の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 


